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本書には、株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ（以下「当社」という）およびその
グループ会社（以下「当グループ」という）に関連する予想、見通し、目標、計画等の将来
に関する記述が含まれています。

これらは、当社が現在入手している情報に基づく、本書の作成時点における予測等を
基礎として記載されています。また、これらの記述のためには、一定の前提（仮定）を
使用しています。 これらの記述または前提（仮定）は主観的なものであり、将来に
おいて不正確であることが判明したり、将来実現しない可能性があります。

このような事態の原因となりうる不確実性やリスクは多数ありますが、これらに関する
追加情報については、当社の決算短信、有価証券報告書、ディスクロージャー誌、
アニュアルレポートをご参照下さい。

なお、本書における将来情報に関する記述は上記のとおり本書の日付（またはそこに
別途明記された日付）時点のものであり、当社は、それらの情報を最新のものに随時
更新するという義務も方針も有しておりません。

また、本書に記載されている当社ないし当グループ以外の企業等にかかわる情報は、
公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当社は
何らの検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。

なお、本書の計数は日本会計基準ベースの数値を使用しています。
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05年度下期以降の計数は、三菱UFJフィナンシャル・グループ（連結）

05年度上期以前の計数は、三菱東京フィナンシャル・グループ（連結）と
UFJホールディングス（連結）の単純合算

PL項目

連 結

※特に断りのない限り、分離子会社を含まない

06年3月末以降の計数は、三菱UFJフィナンシャル・グループ（連結）

05年9月末以前の計数は、三菱東京フィナンシャル・グループ（連結）と
UFJホールディングス （連結）の単純合算

BS項目

06年度上期以降の計数は、三菱東京UFJ銀行（単体）と
三菱UFJ信託銀行（単体）の単純合算

05年度下期の計数は、三菱東京UFJ銀行（単体）、UFJ銀行（単体、10～12月）、
三菱UFJ信託銀行（単体）の単純合算

05年度上期以前の計数は、東京三菱銀行（単体）、UFJ銀行（単体）、
三菱信託銀行（単体）およびUFJ信託銀行（単体）の単純合算

PL項目

単体合算※

06年3月末以降の計数は、三菱東京UFJ銀行（単体）と
三菱UFJ信託銀行（単体）の単純合算

05年3月末の計数は、東京三菱銀行（単体）、UFJ銀行（単体）、
三菱信託銀行（単体）およびUFJ信託銀行（単体）の単純合算

BS項目

＜本資料における計数の定義＞
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2007年度中間決算のポイント

預貸金利ざやは引続き拡大。資金利益も増加に

「貯蓄から投資へ」の流れの中、総預り資産残高
は順調に増加

コンシューマーファイナンス業務において抜本的な
事業再構築を決定

中間純利益は貸倒引当金戻入益の減少を主因と
する与信関係費用の増加等から前年同期比減益

サブプライム問題の影響は軽微
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2007年度中間決算の概要

経営課題について

はじめに
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2007年度中間決算サマリー（P/L）

業務粗利益は前年同期比+20億円

金利上昇効果により資金利益は増加

投信関連収益増加するも投資銀行収益
等の減少により役務取引等利益は減少

その他業務利益に市場関連ヘッジコス
トを計上

営業費は前年同期比+492億円

システム関連経費、コンプライアンス態
勢強化等を主因に増加

経費率 59.0%（前年比+2.6ﾎﾟｲﾝﾄ）

単体経費率 56.3%（前年比+3.4ﾎﾟｲﾝﾄ）

中間純利益は2,567億円

与信関係費用は2,674億円の
費用を計上

貸倒引当金はネットで戻入れから繰入れ
へ

「データブック」 P. 5～19もあわせてご参照ください

5521,8911,338うち特定取引利益4

▲3,096▲1,5641,532与信関係費用*1（単体合算）13
▲3,501▲2,674826与信関係費用*112

▲1,169▲2,359▲1,189臨時損益8
▲1,6604,9756,635経常利益9
▲2,185▲4781,707特別損益10

▲4717,3547,825実質業務純益7

（単位：億円）

増減07年上期06年上期

▲2,5052,5675,072中間純利益11

49210,61410,122営業費6
▲637147784うちその他業務利益5

▲1025,4715,574うち役務取引等利益3
2119,6679,456うち資金利益2

2017,96817,948業務粗利益（信託勘定償却前）1

＜連結P/L＞

株式分割を考慮（07年上期は千株あたり）＊4

リテール、法人（含むUNBC）、受託財産の対顧客3事業の営業純益＊2

役務取引等利益+信託報酬(除く貸信・合同)+対顧デリバティブ収益(管理ベース)+
外為売買益（管理ベース）

＊3

ROEの分母には土地再評価差額金、株式等評価差額金を含まず＊5

▲9.8
ﾎﾟｲﾝﾄ

7.9%17.7%連結ROE *517

＜ご参考＞ （単位：億円）
▲7

6.8ﾎﾟｲﾝﾄ
6,992

(98%)
7,000

（ 91%）
顧客部門営業純益*2

（同比率）
14

▲107
(▲0.6ﾎﾟｲﾝﾄ）

7,768
(43.2%)

7,875
（43.9%）

手数料収益*3

（対粗利益比率）
15

▲25.024.649.6一株あたり利益（千円）*416

（▲は費用）

*1 与信関係費用=信託勘定与信関係費用（業務粗利益内）＋一般貸倒引当金繰入額＋
与信関係費用（臨時損益内）＋貸倒引当金戻入益

【連結】
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国内預貸金利回りの状況 【単体合算】

預貸金利回り差の改善傾向が継続、資金利益も増加

国内預貸金利回りの推移（単体合算）

1.72%

1.42%

1.37%
1.40%

1.56%

1.68%

1.45%

1.38%

1.33% 1.32%

1.39%

1.43%

0.27%

0.03% 0.03%

0.07%

0.16%

0.24%

05年上期 05年下期 06年上期 06年下期 07年4-6月 07年7-9月

貸出金利回り貸出金利回り

預貸金利回り差預貸金利回り差

預金等利回り預金等利回り

（注） 07年4-6月、07年7-9月の数字は試算値

【金利改定状況】

2006年7月18日
普通預金金利
0.001% ⇒ 0.100%

2006年8月10日
短期プライムレート
1.375% ⇒ 1.625% 

2006年10月1日
新規住宅ローン変動金利
2.375% ⇒ 2.625%

2007年1月1日
既存住宅ローン変動金利
2.375% ⇒ 2.625%

2007年2月26日
普通預金金利
0.100% ⇒ 0.200%

2007年3月20日
短期プライムレート
1.625% ⇒ 1.875%

2007年7月1日
既存住宅ローン変動金利
2.625% ⇒ 2.875%

2007年10月1日
新規住宅ローン変動金利
2.625% ⇒ 2.875%

2006年7月18日
普通預金金利
0.001% ⇒ 0.100%

2006年8月10日
短期プライムレート
1.375% ⇒ 1.625% 

2006年10月1日
新規住宅ローン変動金利
2.375% ⇒ 2.625%

2007年1月1日
既存住宅ローン変動金利
2.375% ⇒ 2.625%

2007年2月26日
普通預金金利
0.100% ⇒ 0.200%

2007年3月20日
短期プライムレート
1.625% ⇒ 1.875%

2007年7月1日
既存住宅ローン変動金利
2.625% ⇒ 2.875%

2007年10月1日
新規住宅ローン変動金利
2.625% ⇒ 2.875%

「データブック」 P. 9～14もあわせてご参照ください
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【連結】2007年度中間決算サマリー（B/S）

貸出金は07/3末比1.9兆円増加

海外貸出は大幅に増加

住宅ローンは証券化により減少

預金は07/3末比1兆円減少

個人預金は増勢持続

法人預金は金利上昇に伴い減少

開示債権は07/3末比減少

その他有価証券の含み益は株式を
中心に0.4兆円減少

自己資本比率はバーゼルⅡ基準で
12.54％（Tier1比率 7.67%）

「データブック」 P.20もあわせてご参照ください

うち個人預金（国内店） 5,504614,087608,5837

▲0.16
ﾎﾟｲﾝﾄ

1.29%1.46%開示債権比率*210

0.2ﾎﾟｲﾝﾄ1.1%0.8%繰延税金資産（ネット）
対Tier1比率

14

▲1ﾎﾟｲﾝﾄ54%56%保有株式対Tier1比率13

0.00ﾎﾟｲﾝﾄ
0.10ﾎﾟｲﾝﾄ

12.54%
(7.67%)

12.54%
(7.57%)

連結自己資本比率
（Tier1比率）

12

0.05ﾎﾟｲﾝﾄ
(07年上期)

1.44%
（06年下期）

1.39%国内預貸金利回り差（単体合算）8

▲1,46311,79413,258金融再生法開示債権*29

▲10,7781,176,3081,187,086預金6

（単位：億円）

増減07年9月末07年3月末

▲4,03529,80733,842その他有価証券評価差額11

▲52,173429,902482,076有価証券（銀行勘定）5

24,156169,434145,277うち海外貸出*44

▲1,768170,132171,901うち住宅ローン*2*33

▲5,250488,921494,172うち国内法人貸出*1*22

18,928
[19,191]

870,435
[867,510]

851,507
[848,319]

貸出金（銀行勘定＋信託勘定）
[貸出金（銀行勘定）]1

＜連結B/S＞

繰延税金資産対Tier1比率は
1.1％

*1 傘下銀行から持株会社宛の貸出金を除く
*2 単体合算＋信託勘定
*3 07年上期の証券化実績：約0.2兆円
*4 海外支店＋ユニオン・バンカル・コーポレーション＋BTMU（中国）
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17,500

18,000

18,500

19,000

リテール

+471

受託財産*2
+27

法人*1
+110

顧客部門収益

+609億円*1*2

（億円） （億円）

06年上期 07年上期

6,274 6,207

1,426 1,564

1,582 1,620

6,289 6,760

968
995

1,744 1,344

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

06年上期 07年上期

法人

リテール

市場・その他

受託財産

国内

海外*1

UNBC

0

18,491*1
18,283

18,491

18,283

*1 中国拠点の現地法人化に伴う決算期変更により、当該拠点の業績が3ヶ月分しか含まれていない（3ヶ月の影響額は粗利で約80億円）
*2 06年上期は、会計基準変更（信託報酬の未収計上の開始）により、06年3月末時点の経過未収収益を含んでいる（影響額は約60億円）
*3 管理ベース（子会社からの配当金収入を除く内部取引消去前の連結粗利益）

市場・その他
▲400

「データブック」 P. 34もあわせてご参照ください

顧客3部門の業務粗利益は前年同期比+609億円*1*2

【連結】部門別業績概要

部門別業務粗利益*3 業務粗利益増減内訳*3
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リテール

1.04
1.29

0.38

0.52
0.53

0.40

0.00

0.43

1.47

0.82

0.26

0.47

0

1

2

3

04年上期 05年上期 06年上期 07年上期

1.20

2.29

1.82

50

60

70

80

90

06/3末 06/9末 07/3末 07/9末

預金等 投資信託 年金保険

金融商品仲介 その他（証券等）

804

398

07年上期増減額

ｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽ
▲119 (▲5%)

運用商品
+41 (+5%)

07年上期 6,760億円（06年上期比+471億円）

証券
（除く運用商品販売）

+151 (+61%)

07年上期

粗利益水準

1,111

1,397円預金
+652(+87%)

（兆円）

＜ 総預り資産残高＞（銀行+信託+証券）（兆円）

年金保険

金融商品仲介

株式投信

＜ 運用商品販売額＞（銀行+信託+証券）

ローン
▲94 (▲8%)

2,248

業務粗利益は前年度比+471億円の6,760億円

～総預り資産営業の強化により預金収益・運用商品販売増加

リテール連結事業本部粗利益

詳細は「データブック」 P. 35～39をご参照ください

【連結】

2.30

カブドットコム証券
新規連結化要因+108
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法人 【連結】

業務粗利益は前年度比+110億円の9,391億円*1

～海外好調、預金スプレッドの改善により国内預貸金収益も増加

法人連結事業本部粗利益

詳細は「データブック」 P. 40～48をご参照ください

43.0

31.9 31.3 29.8 29.8

40.741.441.7

0.90%
0.98%

1.07%
0.83%

0.45%
0.31%

0.19%0.14%

0

10

20

30

40

50

60

05年下期 06年上期 06年下期 07年上期

11.411.0
10.0

8.4

6.66.5

6.0
5.2

0.61%
0.58% 0.54%

0.70%

0.79%
0.90%0.86%

0.85%

0

2

4

6

8

10

12

14

05年下期 06年上期 06年下期 07年上期

＜ 海外法人貸出･預金 ＞

＜ 国内法人貸出・預金 ＞

（兆円）

貸出平残

貸出平残

貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ

貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ

（UNBC除く）

（兆円）

預金ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ

預金平残

預金平残

預金ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ

1,378

1,564

1,620

2,548

795

海外*1
+139 (+10%)

証券会社
+63 (+9%)

UNBC
+38 (+2%)

投資銀行業務
▲33 (▲2%)

07年上期 9,391億円*1 （06年上期比＋110億円）

預貸金収益
+18 (+1%)

07年上期増減額 07年上期

粗利益水準

外為
▲82 (▲10%) 728

*1 中国拠点の現地法人化に伴う決算期変更により、当該拠点の業績が3ヶ月分
しか含まれていない（3ヶ月の影響額は粗利で約80億円）。

中国現法の3ヶ月
影響額*1
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受託財産
業務粗利益は前年度比+27億円*1の995億円

～「貯蓄から投資へ」の流れを受け投信運用業務が好調

受託財産連結事業本部粗利益

詳細は「データブック」 P. 49～52をご参照ください

347

110

364

76

その他信託業務等

+14 (+15%)

投信運用
+30 (+9%)

年金
▲9 (▲2%)

グローバルカストディー
+3 (+4%)

07年上期 995億円（06年上期比+27億円*1）

07年上期増減額 07年上期

粗利益水準

97
投信管理

▲12 (▲11%)

29.9 30.2
32.8

35.2

13.6 14.4 14.8 14.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

06/3末 06/9末 07/3末 07/9末

13.3 13.2 13.9 13.9

8.7 9.1 9.2 9.8

0

2

4

6

8

10

12

14

16

06/3末 06/9末 07/3末 07/9末

＜ 年金受託残高 ＞

＜ 投信運用・管理受託残高 ＞

年金信託

年金特金

投信管理受託

投信運用
うちMUAM*2：7.6

KAM*3 ：7.2

（兆円）

（兆円）

＊2   MUAM: 三菱UFJ投信

＊3 KAM  :  国際投信投資顧問

【連結】

会計基準変更影響を
除いた場合の増減*1

(+18)

(+23)

*1 06年上期は、会計基準変更（信託報酬の未収計上の開始）により、06年3月末時点の
経過未収収益を含んでいる（影響額は約60億円）。

(+16)
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貸出資産の状況 【単体合算】

3.33%

1.29%
1.46%

2.07%

0

1

2

3

4

5

05/3末 06/3末 07/3末 07/9末

3,732

1,532

5,317

▲ 404

▲ 1,564
▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

05年度 06年度 07年度

（兆円）
（億円） （▲は費用を表す）

30,098億円

18,259億円

13,258億円

開示債権比率

破産更生等債権

危険債権

要管理債権

開示債権比率は1.29％と07/3末比0.16ポイント低下

与信関係費用は1,564億円の費用計上

金融再生法開示債権残高 与信関係費用

「データブック」 P. 54～57もあわせてご参照ください

中間期

通期

11,794億円
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【連結】

その他有価証券の内訳

1,825 1,557 2,333

29,808

25,821

32,213

30,202

▲ 789
▲ 2,101 ▲ 710 ▲ 703

393

▲ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

06/3末 06/9末 07/3末 07/9末

株式
 その他
債券

（億円）
（億円）

評価差額9月末残高

▲49

▲871

1,314

393

▲48

▲2

▲738

▲789

30,202

29,807

▲313,030社債

▲22,017地方債

▲80164,895国債

▲85179,943国内債券

▲1,69652,476その他

▲38974,432外国債券

1472,396外国株式

▲1,939129,305その他

▲2,01074,138国内株式

▲4,035383,387合計

07/3末比増減

その他有価証券の評価差額は約+3兆円（07/3末比▲0.4兆円）の含み益

保有有価証券の状況

その他有価証券評価差額の推移

「データブック」 P. 58もあわせてご参照ください
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サブプライム問題の影響 【連結】

約▲230億円約▲50億円評価差額

約97%が
AAA

約2,800億円

07年7月末 07年10月末

約96%が
AAA格付け

約2,600億円エクスポージャー

07年上期に約40億円の減損損失を計上

07年上期末（9月末）の評価差額は約▲200
億円

グループで、サブプライム関連資産の証券化
アレンジャー業務、同資産を担保とするウェア
ハウジングローンは行わず

グループが行っているABCPプログラムのス

ポンサー業務で、サブプライムローンおよび
その証券化商品を原資産とするものなし

SIVを自ら組成し、流動性補完を行っている

ケースなし

米ユニオン・バンク・オブ・カリフォルニアでは、
サブプライムローンの取扱いなし

三菱UFJ証券ではサブプライム関連投資はな

く、同社の証券化組成業務に関わるサブプラ
イムローン問題の影響は極めて限定的

サブプライム関連投資（連結） ポイント

サブプライム問題の決算および評価差額に与えた影響は限定的
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サブプライム関連エクスポージャー

エクスポージャーの9割以上は一次証券化商品（AAA格RMBS）であり、ABS-CDO等

の二次証券化商品と比較して、価格の下落は限定的

ABS-CDO（ﾊｲｸﾞﾚｰﾄﾞ）

サブプライムRMBS Super Senior

AAA

AAA AA

AA A

A BBB以下

BBB

Equity AAA

AA

A

BBB以下

ABS-CDO（ﾒｻﾞﾆﾝ）

原債権 一次証券化商品 二次証券化商品 三次証券化商品

住宅ローン
（サブプライム）

CDO
ｽｸｴｱﾄﾞ等
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証券化商品等*1の概要

証券化商品等は、預金超過のB/Sを背景に、投資対象

の多様化、クレジットポートフォリオ全体の分散・最適化
等を目的として保有

保有証券化商品等の状況 【連結】

証券化商品等保有の背景と目的

証券化商品等は、全てバンキング勘定で保有

証券化商品等残高は約3.65兆円*2、B/S全体に占める

割合は1.9％

一次証券化商品は全体の約96％

AAA格が約8割

時価は、ブルーンバーグ等が提供する業者価格を使用

して評価 （自社モデルを使用して評価しているものはない）

（兆円）

8.2
7.4

17.9

外株・外債 7.6
その他 5.2

56.8

86.7貸出

MUFG連結資産189.8兆円

その
他

国内株式

その他

国内債券

満期保有他
有
価
証
券
等

そ
の
他

証券化商品：3.65兆円
B/Sに占める割合は1.9%

*1 対象はBTMU（含むUBOC）、MUTB、MUS。管理ベース。除くエージェンシー債等
*2 うちサブプライム関連投資は約2,600億円
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自己資本の状況 【連結】

07年9月末の連結自己資本比率は12.54％、連結Tier1比率は7.67％

3,3683,368うち優先株4

うち優先出資証券 12,72212,5635

オペレーショナルリスク部分

マーケットリスク部分

信用リスク部分

60,59560,030 11

1,072,7031,063,955 リスクアセット8

990,108982,607 9

21,99821,316 10

7.5%7.9%アウトライヤー比率12

134,564133,444 
自己資本

（TierI+II+III-控除項目）
7

56,43257,179 Tier Ⅱ6

82,30780,548Tier I3

7.67%

12.54%

07年9月末

Tier I比率

自己資本比率

（単位：億円）

07年3月末

7.57%2

12.54%1

＜主な変動要因＞

自己資本比率：自己資本比率：
前期末比横這いの12.54%に

TierⅠ比率：
前期末比0.10ポイント改善し7.67％に

自己資本額：
純利益の積み上げによるTier1増加が有価
証券含み益の減少等によるTier2減少を
上回り、1,120億円増加

リスクアセット：
信用リスクの増加を主因に約8,700億円増加

採用手法：
信用リスク：基礎的内部格付手法（FIRB)

オペレーショナルリスク：粗利益配分手法

「データブック」 P. 60もあわせてご参照ください
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2007年度業績／配当金予想 【連結】

07年度通期の当期純利益予想を6,000億円に修正

配当金予想は期初予想から変更なし

2,567億円

4,975億円

32,502億円

中間期実績

6,000億円連結当期純利益3

2007年度通期

11,500億円

65,000億円

連結経常利益

連結経常収益

2

1

【業績予想】

14円

年間配当金

（予想）

期末配当金

（予想）

中間配当金

7円
普通株式一株あたり

配当金
4 7円

【配当金予想】

「データブック」 P. 69もあわせてご参照ください

（業績予想の前提条件）

無担保コール（07年度下期平均）：0.60％、10年国債利回り（07年度下期平均）：1.78％、

ドル円（年度末）：115円
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2007年度中間決算の概要

経営課題について

はじめに
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本日のご説明内容

経営環境認識

成長戦略

資本政策

優位性の更なる発揮に向けて
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経営環境認識

サブプライム問題は引続き注視が必要

後ずれも、日銀の利上げ姿勢に変化なし

国内貸出市場の競争環境は引続き厳しい

「貯蓄から投資へ」「貸出から証券へ」 の流れ
は継続

アジア地域の高成長持続



24

経営環境認識

成長戦略

資本政策

優位性の更なる発揮に向けて
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____________________
*1 三菱東京UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行、三菱UFJ証券の合計（2007年9月末時点）

455

165251

西日本

中部

東日本

コンビニATM: 約 25,000ヵ所

店舗外ATM: 約 1,900ヵ所

「貯蓄から投資へ」の流れの中で、邦銀No.1の店舗ネットワーク、
他メガ比約2倍の個人預金残高がMUFGの強み

MUFG みずほ SMFG

61.4兆円

743店舗

33.1兆円
33.5兆円

個人預金残高

国内店舗数

424店舗 413店舗

MUFGの国内における優位性

国内リテール店舗*1 国内個人預金残高と店舗数*2

____________________
*2 単体合算、2007年9月末時点
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ユニオン・バンク・オブ・
カリフォルニア

米州

欧州・中近東など

アジア・オセアニア

55

35
30

325

世界40カ国以上、400拠点を越える邦銀随一のグローバルネットワーク

MUFGの海外における優位性

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

MUFG みずほ SMFG

UNBC

BTMU+MUTB

グローバルネットワーク*1 海外貸出残高*2

(兆円)

____________________
*1 拠点数は三菱東京UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行、三菱UFJ証券、

ユニオン・バンク・オブ・カリフォルニアの合算、2007年9月末時点

____________________
*2 みずほ、SMFGは単体合算ベースの海外店貸出残高

（2007年9月末）
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新システムへの移行に向けたスケジュール

* 全店をいくつかのグループに分け、グループごとに新システムに移行する方法

← 十分なテスト量・移行時間を確保 →

システム開発・テスト・リハーサル

新システム稼動
（2008年5月予定）

研修・訓練・リハーサル

2007年 2008年

店群移行*
（6ヶ月程度）

新システム
への

移行完了

新システム移行により、お客さまの利便性は大幅に向上

安全･確実なシステム統合に向け、プロジェクトはスケジュール通り進行中
→BTMUでは来年5月に新システム稼動予定。その後、半年程度かけ全店に拡大

【BTMU】

【MUTB】

システムテスト・リハーサル

研修・訓練・リハーサル

新システム移行

新システム稼動
（2008年1月予定）

新システム移行による利便性向上
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BTMU

本部・営業店含めコンプライアンス担当者800名配置済み

【リテール】

エリア業務管理者260名配置済み
⇒ 業務管理専担者を新たに配置し、エリア業務管理者含め

330名に拡充予定

【法人】

コンプライアンス指導役、内部管理責任者含め100名体制

【国際】

海外コンプライアンス担当者250名体制
⇒ AMLモニタリング要員を増員予定

内部管理態勢の強化

お客さまに安心してお取引いただくために必要なインフラとして、内部管理態勢を整備

金融商品取引法施行など経営環境の変化を踏まえ、営業店等での『現場対応力』を
さらに強化

内部管理指導担当者を中心に人員を増強MUS

MUTB コンプライアンス責任部署と、部門担当部署・部室店責任者との
連携・牽制機能を強化
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経営環境認識

成長戦略

資本政策

優位性の更なる発揮に向けて
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(１) “総預り資産営業”の強化

(２) コンシューマーファイナンス

(３) CIB

(４) アジア戦略

(５) 戦略的投資

成長戦略
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総預り資産残高の推移

“総預り資産営業”の強化

「貯蓄から投資へ」の流れを受け、投信・年金保険販売等を強化

保険商品の銀行窓販全面解禁にも対応

0

20

40

60

80

05/3末 06/3末 07/3末 07/9末

預金等 投資信託
年金保険 金融商品仲介
その他（証券等）

（兆円）

今後の取組み

① 担い手

・現状約5,000人（BTMU）の販売要員をさらに

拡充

② 商品・サービス

・団塊世代の退職金流入に対応した新商品・サー
ビスを投入（クオリティ・ライフ・クラブ等）

・保険窓販全面解禁への取組み

~死亡保険、医療・がん保険などの商品を取扱い

~保険専門販売員（保険プランナー）を営業店

に配置

③ チャネル

・プライベートバンキングオフィスの増強
現状14箇所→約30箇所体制へ

・店舗リニューアル など
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三菱UFJニコスにおいて抜本的な事業再構築を実施

アコム保証による新型カードローンの販売開始

銀行のお客さま
4,000万口座

銀行のお客さま
4,000万口座 銀行外のお客さま銀行外のお客さま

三菱UFJニコス

本邦最大のカード会社
発行枚数：2,600万枚
取扱高：7兆1,000億円

アコム

DCキャッシュワン
同800億円

モビット
同2,400億円

ジャックス

カード発行枚数
900万枚

取扱高：9,000億円

業務
提携

持分法適用会社化・業務提携
（出資比率20%）

ジャックスへ事業承継：1兆2,800億円
→本邦最大級の信販会社に

無担保
カードローン

残高3,200億円

無担保
カードローン

残高1,200億円
営業貸付残高1兆4,000億円

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

完全子会社化

※ 各数値は06年度実績（BTMU本体発行カード枚数は07年8月末時点）

MUFG

取扱高
4,200億円

取扱高
8,600億円＋

農林中央金庫／JAバンク 3,800万口座

業務・資本提携継続→持分法適用も視野JAカード全面展開

コンシューマーファイナンス

保証

三菱東京UFJ銀行

本体発行カード
累計発行枚数

約170万枚

新型カードローン
バンクイック

無担保ローン
残高6,000億円

本体発行カード
業務サポート

個
品
割
賦

消
費
者
金
融
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19.6%

34.9%

6.0%
7.8%

19.2%

15.6% 15.4%

12.6%

23.6%

14.1%

28.4%

14.7%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

野村 ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ GCA みずほFG 三菱UFJ 大和SMBC

CIBモデルの推進により、投資銀行業務を徹底強化

（注） 日本企業が関わる公表案件

（出所）トムソンフィナンシャル

06年1-9月ｼｪｱ 07年1-9月ｼｪｱ

CIB

CIBにおける実績

財政融資資金貸付金の
証券化に関するアドバイ
ザー

-6月財務省

10月

6月

時期

ユーロ円CB
共同主幹事

1,400億円
三菱ケミカル

ホールディングス

証券仲介活用による

公募増資幹事
1,189億円ダイキン工業

ディール内容
ディール

サイズ
取引先

【M&Aアドバイザリー金額シェア】 【07年の主なディール】
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アジア戦略① アジア市場の成長性

17.8%

15.0%

9.3%

57.9%

日系現地法人企業数
（15,850社）の地域別内訳

アジア

その他

ヨーロッパ

北米

（出所）経済産業省、2005年度実績

成長性高く、日系企業の進出が続くアジア地域は、潜在的なビジネスチャンス大

0

2

4

6

8

10

12

日本 ﾀｲ 台湾 韓国 香港 ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞ ﾍﾞﾄﾅﾑ 中国

2007年

2008年

アジア経済の
成長率見通し

(%)

（出所）三菱東京UFJ銀行経済調査室
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アジアのネットワーク（BTMU）アジアのネットワーク（BTMU）

75％香港

70％～80％ベトナム

88％マレーシア

80％インドネシア

73％韓国

70％フィリピン

80％～92％インド

78％～90％中国（大陸拠点）

台湾

シンガポール

タイ

国 名

95％

80％

55％

日系企業の
カバー率

（カバー率は三菱東京UFJ銀行。データは同行調べ）

邦銀No.1のネットワークを活用し、アジアにおけるビジネスをさらに拡大

アジア戦略② アジアにおけるプレゼンス

2526

43

MUFG みずほ 三井住友

アジア・オセアニア地域

の拠点数*1

*1  MUFG計数は三菱東京UFJ銀行の計数

拠点数は支店、出張所、駐在員事務所、現地法人の合計

（07/6末時点、各社決算資料等から作成）
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ノンオーガニック

内部成長による日系・非日系ビジネスの増強に加え、出資・提携戦略も活用

内部成長

ASEAN、NIES等における

ソリューションビジネスの強化

中国、ベトナム等、新興国に
おける新規進出支援

GCMS機能強化

日系業務

非日系業務

日系、非日系共通

シローンを中心に優良資産
積み上げ

LBO・MBO、コモディティ・デリバ

ティブへの取り組み強化

為替売買益、手数料、投資銀行
収入等、非金利収入の増強

＋

証券・投資銀行業務

(含むイスラム金融)

資産運用業務

リテール業務(消費者金融、

クレジットカード、割賦金融)

地場中堅・中小企業取引

【アジア業務の収益 *1】
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【アジア業務の預貸金残高 *1】

アジア戦略③ 今後の方向性

(億円)

(兆円)

*1 中国拠点の現地法人化に伴う決算期の変更により、07年上期の計数には当該店の
業績が3ヶ月しか含まれていないため、グラフは影響を調整して表示。
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27.11907香港

31.863620約220億円BTMUとMUSがﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙに出資（07年10月）オーストラリア

18.588848MUSが大宇証券と業務提携（07年1月）韓国

2.02,6261,315約210億円BTMUが中国銀行に出資・業務提携（06年6月）中国

投資金額案件

MUSがｷﾑｴﾝ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに出資・業務提携を決定

（07年11月）

BTMUがCIMBに追加出資（07年4月）

BTMUがベトコンバンクと業務提携（06年11月）

BTMUがﾊﾞﾝｸ･ﾇｻﾝﾀﾗ･ﾊﾟﾗﾋｬﾝｶﾞﾝに出資予定

（07年度中予定）

MUSがICICIと業務提携（06年8月）

出資・提携戦略

未定

約450億円

約20億円

シンガポール

台湾

マレーシア

タイ

ベトナム

インドネシア

インド

33.01324

15.936523

5.514927

3.320663

0.76184

1.6364222

0.88261,096

GDP/人
（千ドル）

名目GDP
（10億ドル）

人口

（百万人）

各国市場の特性に応じた出資･提携戦略を展開

アジア戦略④ 出資・提携戦略

成
長

先
進

は出資案件
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持分法適用会社化

連 結 子 会 社 化

完 全 子 会 社 化

戦略的投資

07年9月 約3,750億円（株式交換）

08年8月予定 金額未定（株式交換）

07年4月 約227億円
（現金、公開買付け）

07年12月予定 180億円
（現金、公開買付け）

06年5月 30億円（現金出資）

07年度中予定 金額未定（現金出資）

06年5月 3.2億円（現金出資）

収益性、成長性、投資リターンを踏まえて、持続的成長に向けた投資を実行

投資時期 金額
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経営環境認識

成長戦略

資本政策

優位性の更なる発揮に向けて
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MUFGの
企業価値

株主還元の充実

配当金額の継続的増加

中期的に配当性向20％を目標

自己株式の取得等による資本返却
も選択肢

自己資本の一層の充実

［数値目標］

連結Tier1比率 8％

連結自己資本比率 12％

持続的成長に向けた

戦略的投資

バランスの取れた資本政策の展開

自己資本と株主還元を一層充実させつつ、成長性確保・収益力強化の観点から
資本を効率的に活用
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自己株式の取得
株主還元の充実、資本効率の向上、機動的な資本政策の遂行を目的として、
自己株式の取得を決定

1億5,000万株（上限）

（発行済株式総数（除く自己株式）に対する割合 1.43%）
取得する株式の総数

当社普通株式取 得 す る 株 式

2007年12月3日～2008年3月24日取 得 す る 期 間

1,500億円（上限）取 得 額 の 総 額

（ご参考）2007年9月末時点の株式数

発行済株式総数（自己株式を除く）：10,487,294,143株

自己株式数 ： 374,349,647株

自己株式取得の概要
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7.5%

12.7%

24.4%

0
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05年度 06年度 07年度(予想)
0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

自己株式取得

自己株式取得（公的資金返済）

配当

配当性向

*1 07年度の配当性向(予想)は、普通株式一株あたり配当金14円および当期利益6,000億円などの

前提をもとにした試算値

配当金の継続的増額および自己株式取得により、株主還元を強化
（今年度の総還元率は50%程度）

自己株式取得は公的資金返済（希薄化回避）から資本効率向上のステージへ

株主還元の強化

株主還元の実績・予想

(億円)

*1
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サービス
No.1

信頼度
No.1

国際性
No.1
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Appendix
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主要計数の他グループ比較

6.97%

6.33%

7.67%

5%

6%

7%

8%

9%

MUFG みずほ SMFG

743

424 413
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49 45

99.8

64.4 62.161.4

33.1 33.5
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MUFG みずほ SMFG

【粗利益、役務+信託報酬】
（07年上期）

【国内預金残高（単体合算）】
（07年9月末）

預金残高

うち個人預金残高

【連結Tier1比率】
（07年9月末）

【支店数（単体合算）】
（07年9月末）

＊1 MUFGは信託勘定償却前

9,878 10,225

17,968

2,717 2,957

6,262

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

MUFG みずほ SMFG

(34.8%)

(28.9%)
(27.5%)

連結粗利益*1

うち役務取引等利益+信託報酬*1

（連結粗利益に占める比率）

（億円） （兆円）

国内支店*2

海外拠点*3 (右目盛り)

*2 出張所、代理店、駐在員事務所等は除く
*3 支店、出張所、駐在員事務所、現地法人の合計（07/6末時点、商業銀行ベース）「データブック」 P. 70もあわせてご参照ください

（カ店） （拠点）




